○栃木市狭あい道路拡幅整備促進事業補助金交付要綱
平成22年3月29日
告示第206号
改正　平成23年9月30日告示第327号
(趣旨)

第1条　市の交付する栃木市狭あい道路拡幅整備促進事業補助金(以下「補助金」という。)については、栃木市補助金等交付規則(平成22年栃木市規則第56号。以下「規則」という。)に規定するもののほか、この告示の定めるところによる。
(交付の目的)

第2条　この補助金は、狭あい道路に接する敷地所有者が建築基準法(昭和25年法律第201号。以下「法」という。)第6条第1項の申請を行う際に、法第42条第2項の規定に基づき道路とみなされた部分の敷地を明確にするための分筆測量の費用の一部又はこの部分の既存塀等を撤去しようとする場合の費用の一部を補助することにより、安全で良好な生活環境の向上を図り、もって住み良いまちづくりに寄与することを目的とする。
(用語の定義)

第3条　この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　狭あい道路　法第42条第2項に規定する道路をいう。
(2)　後退用地　狭あい道路に接している法第42条第2項に規定する道路の境界線までの私有地をいう。
(3)　既存塀等　後退用地内に築造されている門、塀、擁壁等の工作物及び生垣等をいう。
(4)　分筆測量　後退用地について、測量、分筆等をする行為をいう。
(交付の対象)

第4条　市長は、補助金の交付を受けようとする者が、狭あい道路に接している敷地で次の各号のいずれかに該当する行為を行う場合に、補助金を交付するものとする。
(1)　後退用地を市に寄附するために行う分筆測量で、次のすべてに該当するもの
ア　道路と敷地の境界が、明確になっていること。
イ　当該敷地の所有権を有していること。
ウ　分筆測量の見積りが、適正に算定されたものであること。
エ　分筆する部分は、所有権以外の権利を有していないものであること。
(2)　建築行為に伴い、敷地の所有者及び既存塀等の所有者又はその権原者が後退用地内にある既存塀等の撤去をする場合で、次のいずれかに該当するもの
ア　後退用地を市に寄附するもの
イ　栃木市建築行為に係る道路後退用地整備要綱(平成22年栃木市告示第208号)に基づき、後退用地の無償使用を承諾したもの
2　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものについては補助金を交付しない。
(1)　建築行為に関する関係法令に違反しているもの
(2)　都市計画法(昭和43年法律第100号)第29条に規定する開発行為を伴うもの(一戸建ての専用住宅(自己用)を除く。)

(3)　営利を目的として法人が行うもの(市長が特に認めたものを除く。)

(4)　国、地方公共団体その他公共的団体が行うもの
(5)　国税、県税又は市税を滞納している者
(平23告示327・一部改正)

(補助金の額)

第5条　補助金の額は、一後退用地につき別表に定める基準により算出した額とし、次に定める額を限度とする。
(1)　前条第1項第1号に掲げるものに係る場合　300,000円
(2)　前条第1項第2号に掲げるものに係る場合　100,000円
2　前項の規定により算出した額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額をもって補助金の額とする。
3　第1項において、連続する後退用地であって同一の土地利用形態であると市長が認めたものは、所有者の数にかかわらず、一後退用地とみなす。
(交付の申請)

第6条　規則第4条の規定により、補助金交付申請書に添える書類は、次に掲げるものとする。
(1)　事業計画書
(2)　納税証明書
(3)　その他市長が必要と認める書類
2　前項の場合において、前条第3項の規定により一とみなされた後退用地に複数の所有者があるときは、その代表者が前項に規定する書類に他の所有者の委任状を添付して申請を行うものとする。
(平23告示327・一部改正)

(補助金の請求)

第7条　規則第9条の規定により、補助金交付請求書に添える書類は、次に掲げるものとする。
(1)　交付決定通知書の写し
(2)　その他市長が必要と認める書類
(実績報告)

第8条　規則第10条の規定により、補助事業等実績報告書に添える書類は、次に掲げるものとする。
(1)　事業実績書
(2)　その他市長が必要と認める書類
(補則)

第9条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
この告示は、平成22年3月29日から施行する。
附　則(平成23年告示第327号)

(施行期日)

1　この告示は、平成23年10月1日から施行する。
(経過措置)

2　この告示による改正後の栃木市狭あい道路拡幅整備促進事業補助金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以後になされる交付申請に係る補助金について適用し、同日前になされた交付申請に係る補助金については、なお従前の例による。
別表(第5条関係)

第4条第1項第1号に掲げるもの
	
	基準額

	分筆測量
	1件当たり
	分筆測量に要する費用


第4条第1項第2号に掲げるもの
	既存塀等の種類
	基準額

	塀
	ブロック塀
	1平方メートル当たり
	3,000円

	
	石塀・コンクリート塀
	
	10,000円

	
	木(板)塀・トタン塀
	長さ1メートル当たり
	2,500円

	
	金属製フェンス
	
	1,500円

	門
	ブロック造
	1基当たり
	3,000円

	
	コンクリート造
	
	3,000円

	
	石造
	
	12,000円

	擁壁
	コンクリート造・石積等
	1平方メートル当たり
	10,000円

	生垣
	高さ1メートル以上
	長さ1メートル当たり
	1,000円
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